
高石弁護士の今後の知財活動を予測 
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下記に示した多角的な情報・活動実績を総合すると、高石弁護士の今後の知財活動

は「権利形成フェーズにおける特許戦略支援を中核に据えつつ、経営層向けの知財

コンサルティングや国際的な視点を交えた情報発信・教育活動をさらに強化していく」

方向に発展すると考えられます。以下に、予測される具体的なポイントをまとめまし

た。 

 

1. 「事業に資する知財戦略」の一層の深化・普及 

1-1. 経営戦略との一体化 

• 高石弁護士は、特許を「将来のオプション権」と位置づける戦略的な視点や、

コーポレートガバナンス・コードとの関連を強調しており、今後も経営層に向け

た啓発活動を強化する可能性が高いです。 

• 企業トップや取締役会が知財を「事業価値の根幹」として理解するための講演

やセミナー、執筆活動が増え、知財部門と経営層の橋渡しとなるコンサルティ

ングをさらに拡充していくとみられます。 

1-2. IP ランドスケープや情報分析への注力 

• 企業が将来的に「どの技術領域に投資し、どのように競合と差別化を図るか」

を知財情報の面から支援する IP ランドスケープ分析が、引き続き重要テーマ

となるでしょう。 

• 高石弁護士は判例研究や統計データを踏まえた戦略立案を得意としており、

企業に対する客観的なデータ分析＋戦略提案を行う機会が増えると予想され

ます。 

 

2. 分割出願戦略・高度な特許出願支援の継続 



2-1. 「オプション権確保」に基づく権利形成 

• これまで提唱してきた「分割出願による柔軟な特許取得」や、当初明細書に広

範な開示を含むことで競合他社の動きを見ながら権利化を進める手法など、

高度な特許出願戦略への要望は今後も拡大が見込まれます。 

• 企業の研究開発やイノベーションへの投資が進むにつれ、「将来的な対抗策」

も踏まえた審査段階でのコンサルティングの重要性が増すでしょう。 

2-2. 実践的ノウハウや事例解説のさらなる発信 

• 高石弁護士は、YouTube チャンネルやセミナー等で具体的かつ濃密な実例・

統計を紹介しています。こうした実務ノウハウの公開は引き続き行われ、特に

「分割出願のタイミング」「親子・孫出願における記載要件」など、複雑化する

論点を解説する機会が増えると思われます。 

 

3. 新分野（AI・Web3・NFT など）へのアプローチ強化 

• 高石弁護士はすでに Web3 / NFT 関連企業の顧問を務めるなど、新技術領

域における知財保護にも積極的です。 

• AI、ブロックチェーン、バイオ・医薬など、技術革新のスピードが速い領域で

は、企業が「知財面の将来リスク管理」や「国際出願戦略」に困難を抱えがち

です。 

• そこで、国内外の特許制度や契約法務に通じた二重資格（弁護士・弁理士／

米国資格）を活かし、新興企業・スタートアップへの支援や大企業との協業に

よる知財コンサルティングがさらに拡大する可能性があります。 

 

4. 国際的視点を踏まえた訴訟対応・契約支援 

• 高石弁護士は日本・米国双方の弁護士資格を持ち、米国パテントエージェント

試験にも合格しているため、米国訴訟対応や多国籍企業とのライセンス交渉

など、グローバルな案件への依頼が一層増えると考えられます。 



• 日本企業が海外進出やグローバルサプライチェーンを構築するうえで、外国

での特許訴訟・渉外契約に関する専門的アドバイスの需要は高まっていま

す。そうした依頼に応じて国際訴訟や渉外業務にもますます携わると予想され

ます。 

 

5. 教育・啓蒙活動とコミュニティ形成 

5-1. 判例集・裁判例事典のアップデート継続 

• 『論点別特許裁判例事典』などの著書は、多くの実務家が参照する定番リソー

スとなっています。今後も最新の裁判例を網羅し、第四版、第五版…と改訂を

重ねながら、活用しやすい教材やセミナーを整備していくでしょう。 

5-2. YouTube やセミナーによる知識普及 

• 現在進めている YouTube での判例解説や実務ノウハウ動画配信を、引き続

き多角的に拡充していく可能性が高いです。実践的な解説・Q&A ライブセッシ

ョンなど、双方向のコミュニティ型発信を強化することで、若手からベテランま

で裾野を広げる活動を続けると予想されます。 

5-3. 中小・スタートアップ支援の拡大 

• 権利形成段階からのコンサルティングが特に必要なスタートアップ・ベンチャー

企業を対象に、知財戦略と資金調達、事業拡大の連動をサポートする機会が

増えていくでしょう。 

• 中小企業向けセミナーや自治体・大学と連携した啓発イベントなど、地域経済

の活性化を意図した活動も見込まれます。 

 

6. まとめ 

1. 経営×知財の融合を促すコンサルティングや情報発信  

o 特許を「将来のオプション権」と位置づけた戦略的なアドバイスを一段

と深め、経営幹部や取締役への啓蒙活動を強化。 



2. 分割出願や明細書作成における高度ノウハウを展開  

o 特許取得の質を高めるための具体的テクニックの共有や、分割出願を

中心とした柔軟かつ実務的なコンサルティングを拡充。 

3. AI・Web3・NFT など新領域への対応  

o 国際資格と理工学知見を活かし、急速に進化する技術領域での知財

保護・活用を支援。 

4. 海外訴訟や国際取引対応の比重が増大  

o 米国弁護士資格やパテントエージェントとしての強みを背景に、国内企

業のグローバル展開を手厚くサポート。 

5. 教育・コミュニティ活動による知財人材育成の推進  

o 判例事典の継続的改訂、YouTube 等のオンライン発信、セミナーを通

じて、実務家と幅広く知見を共有。 

これらを踏まえると、高石弁護士は今後も「企業経営と知財を橋渡しする“戦略ブレー

ン”」として、特許実務の枠を超えた活動を展開すると見られます。国際案件の増加、

新興技術分野における保護・活用、そして経営層・若手実務家への教育啓蒙という三

方向にわたり、高石弁護士の多面的な知財活動はさらに拡大し、知財業界のリーダ

ーとしての存在感を高めていくことが予測されます。 
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